
男女平等参画で進める
活力ある社会づくり

基本目標 Ⅰ
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基本目標Ⅰ　男女平等参画で進める活力ある社会づくり
　主要施策１　政策・方針決定過程への女性の参画促進

基本
目標

主要
施策

小分
類

施策の方向 具体的取組 3年度進捗実績
3年度
進捗度

3年度の成果・課題・課題への対応
等

3年度の成果に至った過程（その取
り組み方）並びに、どのような努力
を行ったか(できなかった場合はそ
の理由も含む）

担当課

Ⅰ 1 (1)
行政委員・審議会委員
等への男女平等参画促
進

指定管理者管理運営施設第３者評価委員会
2022（令和4）年度までに登用比率40％以上
を目標とし、女性委員の登用を積極的に進め
ます。

①総委員数　人
　うち女性　　人、女性比率　％

②40％未満の理由
　
③市民公募委員の人数
　　人

④職務指定委員の人数
　　人

R3年度は開催せず。 ― 行革・財産活用室

Ⅰ 1 (1)
行政委員・審議会委員
等への男女平等参画促
進

行政評価第三者評価委員会
2022（令和4）年度までに登用比率40％以上
を目標とし、女性委員の登用を積極的に進め
ます。

①総委員数　６人
　うち女性　　２人、女性比率　３３％

②40％未満の理由
　行政評価制度の改善に向けた検証並び
に市が実施した行政評価結果についての
評価を行う学識経験、専門知識を有する委
員、市民委員を選定した結果。

③市民公募委員の人数
　　２人

④職務指定委員の人数
　　８人

4、計画をやや
下回る

行政評価を行う学識経験、専門知
識を有する委員、市民委員を選定
した結果。
次期改選時にあっては、女性委員
の登用を積極的に進める。

市民公募で委員を募集したが、女
性の応募がなかった。

行革・財産活用室

Ⅰ 1 (1)
行政委員・審議会委員
等への男女平等参画促
進

不動産評価審議会
2022（令和4）年度までに登用比率40％以上
を目標とし、女性委員の登用を積極的に進め
ます。

①総委員数　人
　うち女性　　　人、女性比率　　％

②40％未満の理由
R3年度は開催せず。 ― 行革・財産活用室

Ⅰ 1 (1)
行政委員・審議会委員
等への男女平等参画促
進

公共施設等最適化推進委員会
2022（令和4）年度までに登用比率40％以上
を目標とし、女性委員の登用を積極的に進め
ます。

①総委員数　８人
　うち女性　　　１人、女性比率　12.5％

②40％未満の理由
　市民公募・団体推薦が男性だった為

③市民公募委員の人数
　　　２人
④職務指定委員の人数
　　　0人

5、計画を大幅
に下回る

R３年度は委員定数が１名減となっ
た。次期改選時にあっては、女性
委員の登用を積極的に進める。

市民公募で委員を募集したが、女
性の応募がなかった。

行革・財産活用室

Ⅰ 1 (1)
行政委員・審議会委員
等への男女平等参画促
進

防災会議
2022（令和4）年度までに登用比率40％以上
を目標とし、女性委員の登用を積極的に進め
ます。

①総委員数33人
　うち女性２人、女性比率６％
②40％未満の理由
　委員の構成は条例に根拠があり、各構
成委員は充て職となっている。当該充て職
に男性が多いため
③市民公募委員の人数　0人
④職務指定委員の人数　3人

5、計画を大幅
に下回る

令和4年1月に教育長が女性の教
育長に交代したことにより、女性委
員は従来の1人から2人になった
委員は各機関の長を充てているた
め、男性が多くなる傾向にある。対
応としては、機関の長に限らず機
関を代表する女性委員を選定でき
るよう規定の変更をし引き続き女性
委員の登用に努める。

女性職員が多い機関に対し、機関
の長以外の女性を機関の代表とし
て委員に推薦していただくよう依頼
した。女性委員を選定しやすくする
よう規定の変更を令和4年度に行う
予定

危機管理課
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Ⅰ 1 (1)
行政委員・審議会委員
等への男女平等参画促
進

国民保護協議会
2022（令和4）年度までに登用比率40％以上
を目標とし、女性委員の登用を積極的に進め
ます。

①総委員数32人
うち女性1人、女性比率3.1％

②40％未満の理由
委員の構成は条例に根拠があり、各構

成委員はあて職となっている。当該あて職
に男性が多いため。
③市民公募委員の人数　0人
④職務指定委員の人数　4人

5、計画を大幅
に下回る

令和4年1月に教育長が女性の教
育長に交代したことにより、女性委
員は従来の0人から1人になった
委員は各機関の長を充てているた
め、男性が多くなる傾向にある。対
応としては、機関の長に限らず機
関を代表する女性委員を選定でき
るよう引き続き女性委員の登用に
努める。

女性職員が多い機関に対し、機関
の長以外の女性を機関の代表とし
て委員に推薦していただくよう依頼
した。女性委員を選定できるよう相
手方との協議を行う。

危機管理課

Ⅰ 1 (1)
行政委員・審議会委員
等への男女平等参画促
進

行政対策暴力連絡協議会
2022（令和4）年度までに登用比率40％以上
を目標とし、女性委員の登用を積極的に進め
ます。

①総委員数　11人
うち女性　　1人、女性比率　9％
②40％未満の理由
委員の構成は要綱に根拠があり、各構成
委員はあて職となっている。当該あて職に
男性が多いため。
③市民公募委員の人数　0人
④職務指定委員の人数　8人 

5、計画を大幅
に下回る

令和4年1月に教育長が女性の教
育長に交代したことにより、女性委
員は従来の0人から1人になった
委員は部長を充てているため、男
性になる。対応としては、女性委員
を選定できるよう規定の変更をし引
き続き女性委員の登用に努める。

女性委員登用のための規定の変
更について検討した。

危機管理課

Ⅰ 1 (1)
行政委員・審議会委員
等への男女平等参画促
進

総合計画審議会
2022（令和4）年度までに登用比率40％以上
を目標とし、女性委員の登用を積極的に進め
ます。

①総委員数　14人
　うち女性　　　6人、女性比率　　　42.8％

②40％未満の理由

③市民公募委員の人数
5人

④職務指定委員の人数
0人

2、計画をやや
上回る

第６次泉南市総合計画の策定を進
める中で審議会を開催する必要が
あり、委員を募集した。審議会は令
和４年度に開催予定である。

審議会の女性委員の登用を積極
的に行った。

政策推進課

Ⅰ 1 (1)
行政委員・審議会委員
等への男女平等参画促
進

情報公開・個人情報保護審査会
2022（令和4）年度までに登用比率40％以上
を目標とし、女性委員の登用を積極的に進め
ます。

①総委員数　5　人
うち女性　　2　　人、女性比率　40％

②40％未満の理由

③市民公募委員の人数
0　人

④職務指定委員の人数
0　人

3、計画どおり

令和2年度から当初実施計画のと
おり、当初の女性登用比率40％以
上を達成することができている。引
き続き、現状維持できるように努め
る。

令和2年度より改選により女性の登
用を1人から2人に増やすことがで
きたため、女性の登用比率が40％
以上を達成することができた。任期
が2年間であり、令和3年度は改選
年度ではなかった。

総務課

Ⅰ 1 (1)
行政委員・審議会委員
等への男女平等参画促
進

情報公開・個人情報保護制度運営審議会
2022（令和4）年度までに登用比率40％以上
を目標とし、女性委員の登用を積極的に進め
ます。

①総委員数　5　人
うち女性　　2　　人、女性比率　40％

②40％未満の理由

③市民公募委員の人数
0　人

④職務指定委員の人数
0　人

3、計画どおり

令和2年度から当初実施計画のと
おり、当初の女性登用比率40％以
上を達成することができている。引
き続き、現状維持できるように努め
る。

令和2年度より改選により総委員数
が6人から5人に減少したため、女
性の登用比率が40％以上を達成
することができた。任期が2年間で
あり、令和3年度は改選年度ではな
かった。

総務課
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Ⅰ 1 (1)
行政委員・審議会委員
等への男女平等参画促
進

公害対策審議会
2022（令和4）年度までに登用比率40％以上
を目標とし、女性委員の登用を積極的に進め
ます。

①総委員数　6　人
うち女性　　1　人、女性比率 16.7％

②40％未満の理由
あて職が多く、当該あて職に女性が少ない
ため
③市民公募委員の人数

0　人

④職務指定委員の人数
0　人

5、計画を大幅
に下回る

現状において、女性登用率が達成
されていないので、次期改選時に
女性委員の積極的な登用に努めま
す。

審議会の構成委員の男性と女性の
バランスを考慮することに努めた
が、あて職が多く、当該あて職に女
性が少ないため、達成には至らな
かった。

環境整備課

Ⅰ 1 (1)
行政委員・審議会委員
等への男女平等参画促
進

民生委員児童委員推薦会
2022（令和4）年度までに登用比率40％以上
を目標とし、女性委員の登用を積極的に進め
ます。

①総委員数　14人
　うち女性　　　5人、女性比率35.7％

②40％未満の理由
民生委員児童委員は厚生労働大臣が委
嘱している。地域において活動する民生委
員児童委員を推薦するに当たり、各種団
体等の長が委員になる場合が多く、当該
団体等の長が比較的男性が多いため。

③市民公募委員の人数
0人

④職務指定委員の人数
3人

4、計画をやや
下回る

引き続き、可能な限り女性委員の
登用に努める。

次期改選は、４年度であり、３年度
中に辞任の委員１人あり、女性委
員を登用したが、40％には至らず。

生活福祉課

Ⅰ 1 (1)
行政委員・審議会委員
等への男女平等参画促
進

国民健康保険運営協議会委員
2022（令和4）年度までに登用比率40％以上
を目標とし、女性委員の登用を積極的に進め
ます。

①総委員数14人
うち女性　　3人、女性比率　21.4％

②40％未満の理由
 被保険者代表委員4人中2人は女性、公

益代表委員4人中1人は女性であり、療養
担当（医師等）委員及び被用者保険代表
委員については、それぞれの団体からの
推薦委員であり、女性の推薦が無かったた
め。

③市民公募委員の人数 　0人

④職務指定委員の人数 　0人

5、計画を大幅
に下回る

現委員の任期は令和元年6月から
令和4年5月の3年間であり、その
間、体制は変わらない。14人中6人
は医師会、被用者保険団体等から
の推薦であり、推薦依頼する際は
女性登用について配慮頂くよう依
頼する予定。

令和３年度は、改選年度ではない
ので、現状を維持することとなっ
た。

保険年金課

Ⅰ 1 (1)
行政委員・審議会委員
等への男女平等参画促
進

総合福祉センター運営協議会
2022（令和4）年度までに登用比率40％以上
を目標とし、女性委員の登用を積極的に進め
ます。

①総委員数　9人
　うち女性　　　3人、女性比率　33％

②40％未満の理由

③市民公募委員の人数
　　　　人

④職務指定委員の人数
　　9人

4、計画をやや
下回る

充て職によるが、女性の代表者に
委嘱することができた。

数年開催していなかった運営委員
会において、各団体代表者に委嘱
を依頼した。

長寿社会推進課
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Ⅰ 1 (1)
行政委員・審議会委員
等への男女平等参画促
進

老人ホーム入所判定委員会
2022（令和4）年度までに登用比率40％以上
を目標とし、女性委員の登用を積極的に進め
ます。

①総委員数　8人
　うち女性　　　2人、女性比率　25％

②40％未満の理由

③市民公募委員の人数
　　2人

④職務指定委員の人数
　　14人

4、計画をやや
下回る

令和3年度は開催せず
委員の委嘱の際、充て職の中で女
性に推薦依頼ができる民生委員に
おいては、女性を依頼した。

長寿社会推進課

Ⅰ 1 (1)
行政委員・審議会委員
等への男女平等参画促
進

地域包括ケア計画推進委員会
2022（令和4）年度までに登用比率40％以上
を目標とし、女性委員の登用を積極的に進め
ます。

①総委員数　16人
　うち女性　　　6人、女性比率　37.5％

②40％未満の理由
専門知識を要するため、関係機関の代

表者に委嘱しており、代表者や推薦者によ
り決定している。
③市民公募委員の人数

　　2人

④職務指定委員の人数
　　9人

4、計画をやや
下回る

３年に１度の委嘱の年で、職務指
定委員以外の委員では、比較的女
性を登用することができた。

委嘱期間は３年、次回２年後に見
直しを行う。

長寿社会推進課

Ⅰ 1 (1)
行政委員・審議会委員
等への男女平等参画促
進

泉南市主要建設事業再評価委員会
2022（令和4）年度までに登用比率40％以上
を目標とし、女性委員の登用を積極的に進め
ます。

①総委員数　　人
うち女性 　　人、女性比率　　　％

②40％未満の理由

③市民公募委員の人数
　　　　人

④職務指定委員の人数
　　　　人

再評価委員会の実施は、ありませ
んでした。

道路課

Ⅰ 1 (1)
行政委員・審議会委員
等への男女平等参画促
進

都市計画審議会
2021（令和3）年度までに登用比率40％以上
を目標とし、女性委員の登用を積極的に進め
ます。

①総委員数　12人
　うち女性　　　4人、女性比率　33％

②40％未満の理由
泉南市都市計画審議会条例第2条第2項
第1号及び第2号における学識経験者委
員、市会議員委員においては、登用方法
が制約されるため。

③市民公募委員の人数
1人

④職務指定委員の人数
0人

4、計画をやや
下回る

委員構成の見直しにあたり、女性
比率向上を図った。

委員構成を見直しにあたり、委員
減とする際、男性委員を減少させ
た。

都市政策課

Ⅰ 1 (1)
行政委員・審議会委員
等への男女平等参画促
進

ホテル等建築審議会
2022（令和4）年度までに登用比率40％以上
を目標とし、女性委員の登用を積極的に進め
ます。

①総委員数　10人
　うち女性　　　4人、女性比率　40％

②40％未満の理由
　なし

③市民公募委員の人数
　　0人

④職務指定委員の人数
　　0人

3、計画どおり

現状において、女性比率40％を達
成しており、引き続き現状維持に努
める。
委員改選　R02年度
次回改選　R04年度

審議会の構成員の女性と男性との
バランスに十分考慮するよう努め
ている。引き続き、比率の現状維持
に努める。

審査指導課
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Ⅰ 1 (1)
行政委員・審議会委員
等への男女平等参画促
進

市民交流センター運営審議会
2022（令和4）年度までに登用比率40％以上
を目標とし、女性委員の登用を積極的に進め
ます。

①総委員数9人
うち女性2人、女性比率22.2％

②40％未満の理由
－

③市民公募委員の委員数
0人

④職務指定委員の人数
0人

3、計画どおり
女性比率40～60％は達成できなっ
かたため、来年度の改選時の女性
候補者の検討をおこなった。

令和３年においては、任期２年目で
あり、任期途中の改選は困難と判
断したため、成果が得られなかっ
た。

人権推進課

Ⅰ 1 (1)
行政委員・審議会委員
等への男女平等参画促
進

泉南市人権尊重のまちづくり審議会
2022（令和4）年度までに登用比率40％以上
を目標とし、女性委員の登用を積極的に進め
ます。

①総委員数 20人
うち女性　5人、女性比率　25％

②40％未満の理由
充て職として各団体の長を委員として採用
しており、その長に男性が多いため。
③市民公募委員の人数

0人

④職務指定委員の人数
0人

4、計画をやや
下回る

令和2年度から2年間の任期である
ため、前年度に引き続き目標は未
達成である。次年度は改選年度で
あるため、各種団体より推薦いた
だく際には、女性登用について配
慮いただくよう依頼する予定。

令和2年度から2年間の任期である
ため、前年度に引き続き目標は未
達成である。

人権推進課

Ⅰ 1 (1)
行政委員・審議会委員
等への男女平等参画促
進

男女平等参画審議会
2022（令和4）年度までに登用比率40％以上
を目標とし、女性委員の登用を積極的に進め
ます。。

①総委員数5人
うち女性3人、女性比率60％

②40％未満の理由
－

③市民公募委員の委員数
1人

④職務指定委員の人数
0人

3、計画どおり
現状において、女性比率40～60％
を達成しており、引き続き現状維持
に努める

充て職枠外にて、出来る限り女性
の委員起用に努める。

人権推進課

Ⅰ 1 (1)
行政委員・審議会委員
等への男女平等参画促
進

泉南市主要建設事業再評価委員会
2022（令和4）年度までに登用比率40％以上
を目標とし、女性委員の登用を積極的に進め
ます。。

①総委員数　　人
うち女性 　　人、女性比率　　　％

②40％未満の理由

③市民公募委員の人数
　　　　人

④職務指定委員の人数
　　　　人

令和３年度は開催せず 令和３年度は開催せず 下水道課

Ⅰ 1 (1)
行政委員・審議会委員
等への男女平等参画促
進

学校給食センター運営委員会
2022（令和4）年度までに登用比率40％以上
を目標とし、女性委員の登用を積極的に進め
ます。

①総委員数　　人
うち女性 　　人、女性比率　　　％

②40％未満の理由

③市民公募委員の人数
　　　　人

④職務指定委員の人数
　　　　人

3、計画どおり
必要に応じて開催することとなって
おり、令和3年度は開催せず。

令和3年度は開催しなかったため
該当なし。

教育総務課

9



Ⅰ 1 (1)
行政委員・審議会委員
等への男女平等参画促
進

教育委員
2021（令和3）年度までに登用比率40％以上
を目標とし、女性委員の登用を積極的に進め
ます。

①総委員数　４人
　うち女性　　　１人、女性比率　２５％

②40％未満の理由
　委員の任命の際は、委員の資格要件に
基づき選任しているため、女性比率が40％
を下回ることがある。
③市民公募委員の人数
　　-

④職務指定委員の人数
　　-

5、計画を大幅
に下回る

令和３年度は、任期満了による新
たな教育委員の任命はなかった。
なお、令和４年１月から就任した教
育長は女性のため、教育委員会会
議全体の女性比率は40％となっ
た。

令和３年度は、任期満了による新
たな教育委員の任命はなかったた
め、女性委員の確保はできていな
い。

教育総務課

Ⅰ 1 (1)
行政委員・審議会委員
等への男女平等参画促
進

社会教育委員
2022（令和4）年度までに登用比率40％以上
を目標とし、女性委員の登用を積極的に進め
ます。

①総委員数11人
　うち女性4人、女性比率36％
②40％未満の理由
各団体の充て職の代表に女性が少なかっ
たため。
③市民公募委員の人数
　　　　1人
④職務指定委員の人数
　　　　10人

4、計画をやや
下回る

一部委員の辞職による委員の任命
には、女性委員を登用して前年度
より比率を上げた。

新たな委員選出の団体には、男女
共同参画への理解を広げ、女性登
用につなげた。

生涯学習課

Ⅰ 1 (1)
行政委員・審議会委員
等への男女平等参画促
進

文化財専門委員会
2022（令和4）年度までに登用比率40％以上
を目標とし、女性委員の登用を積極的に進め
ます。

①総委員数　　5人
　うち女性　　　　0人、女性比率　　0％

②40％未満の理由
　対象となる学識経験者に女性がいなかっ
たため

③市民公募委員の人数
　　　　0人

④職務指定委員の人数
　　　　0人

4、計画をやや
下回る

女性委員の登用を進めるべく、調
整をすすめた。

女性委員の登用を進めるべく、調
整をすすめたが、適任者を見つけ
ることができなかった。

生涯学習課

Ⅰ 1 (1)
行政委員・審議会委員
等への男女平等参画促
進

図書館協議会
2022（令和4）年度までに登用比率40％以上
を目標とし、女性委員の登用を積極的に進め
ます。

①総委員数　7人
　うち女性　　6人、女性比率　86％

②40％未満の理由
 -
③市民公募委員の人数
　　　　1人

④職務指定委員の人数
　　　　0人

1、計画を大幅
に上回る

女性比率が４０％以上を目標に努
力した。

男女比率が40％以上を維持できる
ように任期後の委員候補を検討し
た。

文化振興課図書
館

Ⅰ 1 (1)
行政委員・審議会委員
等への男女平等参画促
進

文化ホール協議会
2022（令和4）年度までに登用比率40％以上
を目標とし、女性委員の登用を積極的に進め
ます。

①総委員数　7人
　うち女性　　6人、女性比率　86％

②40％未満の理由

③市民公募委員の人数
　　　　2人

④職務指定委員の人数
　　　　0人

1、計画を大幅
に上回る

女性比率が４０％以上を目標に努
力した。

男女比率が40％以上を維持できる
ように任期後の委員候補を検討し
た。

文化振興課図書
館
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Ⅰ 1 (1)
行政委員・審議会委員
等への男女平等参画促
進

公民館運営審議会
2022（令和4）年度までに登用比率40％以上
を目標とし、女性委員の登用を積極的に進め
ます。

①総委員数 10人
　うち女性　6人、女性比率　60％

②40％未満の理由

③市民公募委員の人数
　　　　1人

④職務指定委員の人数
　　　　0人

1、計画を大幅
に上回る

女性比率40%以上を目標に努力し
た。

男女比率が40％以上を維持できる
ように任期後の委員候補を検討し
た。

文化振興課公民
館

Ⅰ 1 (1)
行政委員・審議会委員
等への男女平等参画促
進

青少年センター運営委員
2021（令和3）年度までに登用比率40％以上
を目標とし、女性委員の登用を積極的に進め
ます。

①総委員数14人
　うち女性3人、女性比率21％

②40％未満の理由
運営委員については、学識経験者（5名）、
学校関係者（2名）、市職員（7名）で構成さ
れているが、充て職委員である市職員に
女性が少ない。

③市民公募委員の人数
　　　　0人

④職務指定委員の人数
　　　　0人

5、計画を大幅
に下回る

運営委員の任期が2年であるた
め、令和３年度については前年度
と同様の数字となる。令和４年度に
改選があるため、その際、学識経
験者となる外部団体には女性委員
の代表の選出を依頼する。

運営委員の任期が2年であるた
め、令和３年度については前年度
と同様の数字となる。令和４年度に
改選があるため、その際、学識経
験者となる外部団体には女性委員
の代表の選出を依頼する。

青少年センター

Ⅰ 1 (1)
行政委員・審議会委員
等への男女平等参画促
進

固定資産評価審査会
2022（令和4）年度までに登用比率40％以上
を目標とし、女性委員の登用を積極的に進め
ます。

①総委員数3人
　うち女性2人、女性比率67％

②40％未満の理由
―

③市民公募委員の人数
　0人

④職務指定委員の人数
　3人

1、計画を大幅
に上回る

現状において、計画を大きく上回っ
ており、引き続き現状の維持に努
める。

令和2年11月に改選となった委員
は、引き続き女性が選任された。

総合事務局

Ⅰ 1 (1)
行政委員・審議会委員
等への男女平等参画促
進

選挙管理委員会
2022（令和4）年度までに登用比率40％以上
を目標とし、女性委員の登用を積極的に進め
ます。

①総委員数4人
　うち女性1人、女性比率25％

②40％未満の理由
　各区等からの推薦によるため
　なお、選管委員補充員を含めた場合は
女性比率50％

③市民公募委員の人数
　0人

④職務指定委員の人数
　4人

5、計画を大幅
に下回る

選挙管理委員会委員は、基本的に
は補充員を経て委員に就任してい
ただいていることから、現状補充員
となっている女性が今後委員に就
任していただければ達成は可能と
考えている。

左記各区等からの推薦をいただく
際には、女性の登用についてご検
討いただくよう依頼しており、令和２
年４月に補充員の交代があった際
も女性を推薦いただいた。

総合事務局

Ⅰ 1 (1)
行政委員・審議会委員
等への男女平等参画促
進

監査委員会
2022（令和4）年度までに登用比率40％以上
を目標とし、女性委員の登用を積極的に進め
ます。

①総委員数2人
　うち女性1人、女性比率50％

②40％未満の理由
―

③市民公募委員の人数
　0人

④職務指定委員の人数
　2人

1、計画を大幅
に上回る

現状において、計画を大きく上回っ
ており、引き続き現状の維持に努
める。

識見を有する者としての代表監査
委員は女性であり、令和２年度の
改選時も引き続き選任された。

総合事務局
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Ⅰ 1 (1)
行政委員・審議会委員
等への男女平等参画促
進

公平委員会
2022（令和4）年度までに登用比率40％以上
を目標とし、女性委員の登用を積極的に進め
ます。

①総委員数3人
　うち女性1人、女性比率33％

②40％未満の理由
　委員定数が3名であるため

③市民公募委員の人数
　0人

④職務指定委員の人数
　3人

4、計画をやや
下回る

執行機関としての業務の性質上、
弁護士資格を有する委員が必要で
ある等、人選が限定される面があ
るものの、３名の委員定数のうち、1
名～2名の女性委員数は維持す
る。

委員定数３名のうち、1～２名の女
性委員数を維持するよう努めた。

総合事務局

Ⅰ 1 (1)
行政委員・審議会委員
等への男女平等参画促
進

農業委員会
2022（令和4）年度までに登用比率40％以上
を目標とし、女性委員の登用を積極的に進め
ます。

①総委員数　２０人
　うち女性　１人、女性比率　５％

②40％未満の理由
　　　公募したが、立候補者が１名のみで
あった
③市民公募委員の人数
　　　　１人

④職務指定委員の人数
　　　　２０人

4、計画をやや
下回る

委員条件としては、農業に精通して
おり農地及び利水等における利権
の常携ができている者、また、認定
農業者として登録されている者が
定数の６割以上でなければならな
いという条件は変わらない。しか
し、、認定農業者の定数が法改正
に削減されたため、次回の委員選
挙に反映させたい。

次回の委員選挙を見据えて、区役
員等に女性委員になってもらえる
人がいないか声掛けを行った

農業委員会

Ⅰ 1 (1)
行政委員・審議会委員
等への男女平等参画促
進

泉南市自立支援協議会
2022（令和4）年度までに登用比率40％以上
を目標とし、女性委員の登用を積極的に進め
ます。

①総委員数２０人
　うち女性8人、女性比率40％

②40％未満の理由
-
③市民公募委員の人数
　　　　1人

④職務指定委員の人数
　　　0　人

3、計画どおり
現状では、女性比率40％以上であ
り、今後も継続して女性委員の積
極的登用を進める。

日頃から、審議会の構成員の女性
と男性とのバランスに十分考慮す
るよう努めている。引き続き、比率
の現状維持に努める。

障害福祉課

Ⅰ 1 (1)
行政委員・審議会委員
等への男女平等参画促
進

＜委員公募制の活用の促進＞市政への市民
の参画を可能にするため、市民委員の公募
を推進します。

「附属機関等の設置等に関する方針」にお
いて、公募委員の登用促進について明記
し、市民公募を推進するよう働きかけた。
　
3年度（R4.3.31）の実績は、総委員数365
人、うち女性委員99人、女性比率34.9％。

2、計画をやや
上回る

直近5年間の総委員数に占める女
性委員の割合は、約20％前後を推
移していたが、令和３年度では、
30％を超えることができた。課題と
しては、「市民委員の女性登用」や
「総委員数に占める市民委員の割
合を増やすこと」等についても、引
き続き市民委員の登用に努めるよ
う啓発する。

「附属機関等の設置等に関する方
針」において、公募委員の登用促
進について明記し、市民公募を推
進するよう働きかけた。

人権推進課

Ⅰ 1 (2)

事業者や地域の各種団
体などにおける方針決
定過程への女性の参画
拡大

＜事業所に対して女性の積極的登用につい
ての啓発＞事業所に対して女性の積極的登
用についての啓発を充実します。

大阪府・大阪労働局が主催の「公正採用
選考・人権啓発推進員研修」、大阪府企業
人権協議会が主催の「人権リーダー養成
講座」等の研修会の参加費助成について
周知を図った。

3、計画どおり
研修や講座等の参加費助成と、事
業所に対する女性の積極的登用に
ついての啓発を図った。

新型コロナウイルス感染拡大防止
に伴い、思うように啓発ができな
かった。

人権推進課

12



Ⅰ 1 (2)

事業者や地域の各種団
体などにおける方針決
定過程への女性の参画
拡大

＜各種団体に対して女性の役職者登用の啓
発＞地域団体や市民活動団体などに対して
積極的格差是正措置（ポジティブ・アクション）
についての啓発や情報提供をするとともに、
女性が方針決定過程へ参画することの意義
についての啓発、研修を充実します。

ABC委員会等のコミュニティ団体（構成員
やリーダーが女性である団体）の継続的な
支援を行いました。

3、計画どおり

ABC委員会等のコミュニティ団体
（構成員やリーダーが女性である
団体）の継続的な支援を行うこと
で、各種団体に対して女性の役職
者登用の啓発につながった。

ABC委員会等のコミュニティ団体
（構成員やリーダーが女性である
団体）の継続的な支援を行った。

政策推進課

Ⅰ 1 (2)

事業者や地域の各種団
体などにおける方針決
定過程への女性の参画
拡大

＜各種団体に対して女性の役職者登用の啓
発＞地域団体や市民活動団体などに対して
積極的格差是正措置（ポジティブ・アクション）
についての啓発や情報提供をするとともに、
女性が方針決定過程へ参画することの意義
についての啓発、研修を充実します。

人権啓発推進協議会の会合において、男
女平等参画に関する各種講座の広報・報
告等を行い、啓発を図った。

3、計画どおり

人権啓発推進協議会等、各種団体
に対して男女平等参画に関する各
種講座の広報・情報提供等を図っ
た。

コロナ禍であったものの、3密対策
等をとりながら、人権啓発推進協議
会の会合と講座の開催を行うこと
ができたため。

人権推進課

Ⅰ 1 (2)

事業者や地域の各種団
体などにおける方針決
定過程への女性の参画
拡大

＜各種団体に対して女性の役職者登用の啓
発＞地域団体や市民活動団体などに対して
積極的格差是正措置（ポジティブ・アクション）
についての啓発や情報提供をするとともに、
女性が方針決定過程へ参画することの意義
についての啓発、研修を充実します。

文化協会役員13人中、女性9名（69％）
市PTA役員8人中、女性5名（63％）
婦人会役員10人中、女性10名（100％）
体育協会役員39人中、女性４名（10％）
スポーツ推進委員17人中、女性10名
（59％）

3、計画どおり

文化協会役員13人中、女性9名
（69％）
市PTA役員8人中、女性5名（63％）
婦人会役員10人中、女性10名
（100％）
体育協会役員39人中、女性４名
（10％）
スポーツ推進委員17人中、女性10
名（59％）

各種団体の性質を尊重したうえで、
男女共同参画への理解を広げ、女
性登用に努めた。

生涯学習課

Ⅰ 1 (3)
市政や教育に関わる政
策・方針決定過程への
女性の参画拡大

＜女性職員の職域拡大＞女性職員・教職員
の管理職への職域拡大を推進します。

女性職員の能力・経験を幅広い職域で活
用するために、適材適所の観点から、職域
の拡大に努めた。

2、計画をやや
上回る

女性職員のさらなる職域拡大及び
管理職となる職員を育成することが
課題である。

男性ばかり職場にも女性を配置、
また、自己申告等で職員のキャリ
アビジョン、積みたい経験等をヒア
リングし、能力を発揮できる機会の
提供に努めた。

人事課

Ⅰ 1 (3)
市政や教育に関わる政
策・方針決定過程への
女性の参画拡大

＜管理職への女性の登用拡大＞「泉南市に
おける女性職員の活躍の推進に関する特定
事業主行動計画」に基づき、女性職員の管理
職への登用を促進します。

①総管理職数 　65人
うち、女性管理職数　　9人
女性管理職比率　　　　13.85%

②20％に満たない理由：監督職以上の女
性職員が全職員の11％（408名中45名）し
かおらず、短期的に目標を達成することが
できない

4、計画をやや
下回る

昨年度と比較して、女性管理職比
率は微増したものの、「泉南市にお
ける女性職員の活躍推進に関する
特定事業主行動計画」目標値であ
る20％と比較してもやや低い状態
にある。今後も積極的に女性管理
職への登用を進める必要がある。

直近5年間において、女性管理職
比率は、「泉南市における女性職
員の活躍推進に関する特定事業主
行動計画」目標値である20％を一
度も超えることがなく、決して上昇し
ているとは言えないため、引き続き
女性の能力を発揮できる機会の提
供、管理職候補者となる係長への
昇任試験の受験者増加に向け取り
組んでいく。

人事課

Ⅰ 1 (3)
市政や教育に関わる政
策・方針決定過程への
女性の参画拡大

＜管理職への女性の登用拡大＞「泉南市に
おける女性職員の活躍の推進に関する特定
事業主行動計画」に基づき、女性教職員の管
理職への登用を促進します。

①市内小中学校14校の管理職２８名のう
ち、女性登用は６名で割合は21.4%となって
います。
②繁忙期である月（令和3年度4月）の管理
職の時間外勤務と小中学校全教職員の
時間外勤務を比較すると約３０時間の差
があり、このことが女性管理職比率の低さ
の要因の一つとなっている。 

3、計画どおり

他市交流による女性管理職の配
置、新規女性管理職の登用、女性
教職員の管理職試験の受験があっ
た。

６月に次世代の管理職研修を実施
し、積極的な女性教員の参加促進
をした。

指導課
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Ⅰ 1 (3)
市政や教育に関わる政
策・方針決定過程への
女性の参画拡大

＜女性の職務能力の向上のための研修の充
実＞女性の職員・教職員の能力向上のため
の研修を充実します。

マネジメント研修、ステップアップ研修、自
立型職員養成研修を実施した。

3、計画どおり

主任級以下の職員の女性割合は7
割と非常に高いため、今後も継続し
て若手職員に向けた研修を実施し
ていく。

キャリア支援につながる意識啓発
について推進している。研修プログ
ラムについては講師と打ち合わせ
を重ね、効果の高い研修となるよう
努めている。

人事課

Ⅰ 1 (3)
市政や教育に関わる政
策・方針決定過程への
女性の参画拡大

＜女性職員のネットワーク支援＞女性職員の
ロールモデルの提示やメンター制度の導入等
を検討します。

昨年度に引き続き、新規採用職員が配置
された部署に対し、「新規採用職員の受け
入れマニュアル」を配布し、「職場指導員」
を選任し、育成を行った。

3、計画どおり

新規採用職員を対象とした「職場
指導員制度」について、「新規採用
職員の受け入れマニュアル」の改
訂を行い、新採職員への具体的な
育成方法や、ミーティングの制度を
設け、引き続き育成を行っていく。

新規採用職員の職場指導員に対
する研修等を行い、人材育成を強
化している。

人事課

Ⅰ 1 (3)
市政や教育に関わる政
策・方針決定過程への
女性の参画拡大

＜防災分野における政策・方針決定過程へ
の女性の参画の拡大＞「泉南市防災計画」及
び同計画に基づくマニュアルに女性や高齢
者、外国人などの視点を反映させるよう働き
かけます。

「泉南市防災計画」及び同計画に基づくマ
ニュアルにおいて、女性や高齢者、外国人
などの視点を反映させることができるよう
努めた。

3、計画どおり

今後のマニュアル作成や修正にお
いて、女性や高齢者、外国人など
の意見を聴取できる方法を考えて
いく。

女性や高齢者、外国人などの視点
を反映させることができるようイン
ターネット等で情報収集等を行っ
た。

危機管理課

14



基本目標Ⅰ　男女平等参画で進める活力ある社会づくり
　主要施策２　女性に魅力あるまちづくり

基本
目標

主要
施策

小分
類

施策の方向 具体的取組 3年度進捗実績
3年度
進捗度

3年度の成果・課題・課題への対応
等

3年度の成果に至った過程（その
取り組み方）並びに、どのような努
力を行ったか(できなかった場合は
その理由も含む）

担当課

Ⅰ 2 (1)
女性のエンパワメント支
援

＜女性グループの育成支援＞グループ、団
体等の求めに応じて、女性の力が活かされ
るよう助言を行い、活動を支援します。ステッ
プの事業などを協働で行うことにより、女性
の企画力向上を図ります。また、女性のチャ
レンジを支援するための多方面にわたる情
報の収集と提供をします。

男女平等参画社会づくり講座Ⅰ「LGBTQ
や多様性を考えよう～性的違和を乗り越
えて～」を開催。（延べ１７名参加）。男女
平等参画社会づくり講座Ⅱ「おうちのマネ
―講座・全2回」を開催（延べ27名参加）
・男女平等参画都市宣言啓発講演会「コ
ロナ過での災害　どう考える？防災と危機
管理」を開催。（延べ16名参加）　　　コロナ
禍により市民交流センターまつりは中止と
なっため、思うようなステップ登録グループ
の紹介ができなかった。

現在の「ステップ」登録グループ数は9グ
ループ。

4、計画をやや
下回る

コロナ禍のため十分な支援が行え
なかったため、リーダーの育成に
まで至らなかった。意識啓発から
どのように個人の行動につなげて
いく（「ステップ」登録グループに加
入してもらう等）かが課題である。
少しでも「ステップ」や登録グルー
プの事を知ってもらうため、主催行
事において、応報・啓発を行う必要
がある。

コロナ禍にあって、思うような取り
組みができなかった。

人権推進課

Ⅰ 2 (1)
女性のエンパワメント支
援

＜女性リーダー育成のための支援＞さまざ
まな分野で男女平等の視点をもった女性
リーダーが活躍できるよう、女性リーダーを
育成するとともに、女性リーダーがつながる
ためのネットワーク支援を推進します。

地域やコミュニティ活動における女性リー
ダーの育成と指導的立場への参画が促進
されるように努めました。

3、計画どおり

地域やコミュニティ活動における女
性リーダーの育成と指導的立場へ
の参画の促進に努めることで、女
性リーダーがつながるためのネット
ワークが支援できた。

女性リーダーの育成と指導的立場
への参画が促進されるように努め
た。

政策推進課

Ⅰ 2 (1)
女性のエンパワメント支
援

＜女性リーダー育成のための支援＞さまざ
まな分野で男女平等の視点をもった女性
リーダーが活躍できるよう、女性リーダーを
育成するとともに、女性リーダーがつながる
ためのネットワーク支援を推進します。

新型コロナウイルス感染症拡大防止に伴
い様々なイベント、講座が自粛、中止とな
る中、取組を減少させざるを得なかった。

4、計画をやや
下回る

新型コロナウイルス感染症拡大防
止に配慮した取組への対応方法に
ついては各担当課だけで対応する
のではなく全庁的な課題対応が必
要である。

新しい生活様式に則した取組方法
の確立の検討を行った。

生涯学習課

Ⅰ 2 (1)
女性のエンパワメント支
援

＜女性リーダー育成のための支援＞さまざ
まな分野で男女平等の視点をもった女性
リーダーが活躍できるよう、女性リーダーを
育成するとともに、女性リーダーがつながる
ためのネットワーク支援を推進します。

コロナ禍において、女性リーダー育成並び
に女性リーダーがつながるネットワーク支
援の推進が出来なかった。

5、計画を大幅
に下回る

これまでとは異なる方法により、女
性リーダー育成並びに女性リー
ダー同士がつながる仕組みを考え
る必要があると考える。

コロナ禍にあって、思うような取り
組みができなかった。

人権推進課

Ⅰ 2 (1)
女性のエンパワメント支
援

＜女性リーダー育成のための支援＞さまざ
まな分野で男女平等の視点をもった女性
リーダーが活躍できるよう、女性リーダーを
育成するとともに、女性リーダーがつながる
ためのネットワーク支援を推進します。

防災や災害ボランティアにおいて、女性の
参加、女性リーダーの育成も推進できるよ
うに、下記のようなイベントを開催した。ま
た、会場には、メッセージボードを設置し、
意見交換や感想の共有ができるようにし
た。

・東日本大震災10年☆防災復興資料展
（60日）
・気象災害に備える資料展（78日）
・災害ボランティアパネル展（108日）

これによって、女性リーダー育成も推進で
きるように図った。

3、計画どおり

これらの講座は、復興庁ウェブサ
イトや、テレビ、新聞に取り上げて
もらい、幅広い人々に認知してもら
えた。取り上げてもらえた理由は、
次のとおり。

リアル展示だけでなく、オンライン
パネル展も実施し、電子媒体の冊
子やパネルもＤＬできるようにして
いたこと。コロナ禍でも、安全に独
学できる学習機会を、距離や日時
に関係なく多くの人々へ提供し、費
用対効果を高めていることが要因
だった。

今後の課題は、より多くの女性に
周知できるように広報のあり方を
研究したい。女性情報誌やサイト
等への広報などを精査したい。

女性を含めたすべての人々に、興
味を持ってもらえるように資料を作
成した。また、男女差、年齢によっ
て学習効果に差が生じないよう
に、文章、画像などを工夫した。

文化振興課公民
館

15



Ⅰ 2 (1)
女性のエンパワメント支
援

＜女性リーダー育成のための支援＞さまざ
まな分野で男女平等の視点をもった女性
リーダーが活躍できるよう、女性リーダーを
育成するとともに、女性リーダーがつながる
ためのネットワーク支援を推進します。

情報発信や共催事業等で、女性が中心と
なって活動を行う団体の支援を行った。

3、計画どおり
施設規模に見合った活動の場の
提供、情報発信を行った。

活動場所の提供に係る調整、館発
行の通信紙での活動の紹介、募集
等を行った。

青少年センター

Ⅰ 2 (1)
女性のエンパワメント支
援

＜女性リーダー育成のための支援＞さまざ
まな分野で男女平等の視点をもった女性
リーダーが活躍できるよう、女性リーダーを
育成するとともに、女性リーダーがつながる
ためのネットワーク支援を推進します。

コロナ禍において、女性リーダー育成並び
に女性リーダーがつながるネットワーク支
援(ステップネット会議など）の推進が出来
なかった。

5、計画を大幅
に下回る

これまでとは異なる方法により、女
性リーダー育成並びに女性リー
ダー同士がつながる仕組みを考え
る必要があると考える。

コロナ禍にあって、思うような取り
組みができなかった。

人権推進課

Ⅰ 2 (1)
女性のエンパワメント支
援

＜女性リーダーリストの作成＞地域活動や
市民活動、企業など、さまざまな分野で男女
平等の視点をもって活躍しているリーダーの
リストを作成するとともに、女性リーダーがつ
ながるためのネットワーク支援やリストの活
用を推進します。

コロナ禍において、女性リーダー育成並び
に女性リーダーがつながるネットワーク支
援(ステップネット会議など）の推進が出来
なかった。

5、計画を大幅
に下回る

これまでとは異なる方法により、女
性リーダー育成並びに女性リー
ダー同士がつながる仕組みを考え
る必要があると考える。

コロナ禍にあって、思うような取り
組みができなかった。

人権推進課

Ⅰ 2 (1)
女性のエンパワメント支
援

＜女性の能力発揮促進のための支援＞女
性の新しい発想や多様な能力の活用の観点
から、女性のさまざまなチャレンジを推進しま
す。

女性の様々なチャレンジを応援するため、
男女平等参画社会づくり講座Ⅱ「おうちの
マネ―講座・全2回」を開催（延べ27名参
加）

2、計画をやや
上回る

キャッシュレス時代などの社会情
勢を学び、男女平等参画に関心を
持ち、社会参画へのチャレンジの
一助になった。

キャッシュレス時代などの社会情
勢を学び、男女平等参画に関心を
持ち、社会参画へのチャレンジの
一助になった。

人権推進課

Ⅰ 2 (1)
女性のエンパワメント支
援

＜女性の能力発揮促進のための支援＞女
性の新しい発想や多様な能力の活用の観点
から、女性のさまざまなチャレンジを推進しま
す。

地域やコミュニティ活動における女性リー
ダーの育成と指導的立場への参画が促進
されるように努めました。

3、計画どおり

地域やコミュニティ活動における女
性リーダーの育成と指導的立場へ
の参画の促進に努めることで、女
性リーダーがつながるためのネット
ワークが支援できた。

女性リーダーの育成と指導的立場
への参画が促進されるように努め
た。

政策推進課

Ⅰ 2 (1)
女性のエンパワメント支
援

＜情報教育の推進及びIT活用能力向上の
機会の提供＞女性が社会の中で多様な選
択ができ、さまざまな分野に参画できるよう、
パソコンスキルの習得のやSNSの利活用方
法などITに関連する講習を実施します。

公民館定期利用団体と共に、Web公民館
まつりを実施し、ウェブサイトやYouTube泉
南市教育委員会チャンネルで各団体の活
動を情報発信した。

3、計画どおり
パソコンを活用したクラブによる支
援もあり、利用者間の交流も進展
した。

今までインターネットを使った情報
発信の経験がない人に、Ｗｅｂの
利活用を身近な活動の中で、自然
に経験してもらえるように努力し
た。

文化振興課公民
館

Ⅰ 2 (1)
女性のエンパワメント支
援

＜情報教育の推進及びIT活用能力向上の
機会の提供＞女性が社会の中で多様な選
択ができ、さまざまな分野に参画できるよう、
パソコンスキルの習得のやSNSの利活用方
法などITに関連する講習を実施します。

新型コロナウイルス感染症拡大防止に伴
い様々なイベント、講座が自粛、中止とな
る中、取組を減少させざるを得なかった。

4、計画をやや
下回る

新型コロナウイルス感染症拡大防
止に配慮した取組への対応方法に
ついては各担当課だけで対応する
のではなく全庁的な課題対応が必
要である。

新しい生活様式に則した取組方法
の確立の検討を行った。

生涯学習課
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Ⅰ 2 (1)
女性のエンパワメント支
援

＜情報教育の推進及びIT活用能力向上の
機会の提供＞女性が社会の中で多様な選
択ができ、さまざまな分野に参画できるよう、
パソコンスキルの習得のやSNSの利活用方
法などITに関連する講習を実施します。

パソコンやタブレットを活用した居場所事
業の開催をはじめ、オンライン講師による
講座の開催やインターネットセキュリティに
関する講座を開催した。

3、計画どおり

青少年センターの移転に伴い当初
計画された取組の実施は難しい
が、タブレット等の活用をはじめ、
新たな取組を進めることで対応し
た。

情報教育推進のための講座の開
催に向けた情報収集を行った。

青少年センター

Ⅰ 2 (2) 女性のネットワーク支援

＜農業・漁業に従事する女性グループのネッ
トワーク支援＞グリーン・ツーリズムなどを通
じた都市農村交流や、6次産業化に取り組む
女性の活動等を支援します。

都市農村交流や６次産業化に取り組む女
性の活動等の申請等はありませんでし
た。

5、計画を大幅
に下回る

申請がない状況ではあるが、女性
の認定農業者も存在している状況
から今後も申請に応じて対応する
こととする。

６次産業化に取り組む方を支援す
るため、「泉南市6次産業化及び地
産地消を推進するための戦略」を
策定している。
また、グリーン・ツーリズムなどを
通じた都市農村交流や、6次産業
化に取り組む女性の活動等を支援
します。

産業観光課

Ⅰ 2 (2) 女性のネットワーク支援

＜利用しやすい男女平等参画推進拠点づく
り＞せんなん男女共同参画ルーム「ステッ
プ」を「ステップネット」を中心とした市民が主
体的に運営し、交流、情報収集・交換、企画
などができるように支援します。

情報収集や図書の閲覧等ができる交流ス
ペース、グループ等が学習や会議ができ
るスペース、女性相談や電話相談ができ
る相談室を備えた「せんなん男女平等参
画ルーム「ステップ」を開設し、市民活動の
支援を行った。

▽情報収集・提供事業
＊収集資料　図書4冊追加（現在755冊）そ
の他、雑誌、ビデオ、ＤＶＤ、行政資料、パ
ンフレット、リーフレット、チラシ
＊貸出冊数77冊、DVD貸出枚数0枚、延
べ貸出人数15人
▽ルーム利用状況人（女性903人・男性3
人）
▽ルーム登録グループ8グループ。

2、計画をやや
上回る

男女平等参画ルーム「ステップ」内
の図書を充実に努め、情報収集・
情報交換できる場所を提供。拠点
施設としての機能を充実させるよう
努めた。

情報収集・情報交換できる場所を
提供に努めた。

人権推進課
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基本目標Ⅰ　男女平等参画で進める活力ある社会づくり
　主要施策３　男女が協働で行う地域活動の促進

基本
目標

主要
施策

小分
類

施策の方向 具体的取組 3年度進捗実績
3年度
進捗度

3年度の成果・課題・課題への対応
等

3年度の成果に至った過程（その取
り組み方）並びに、どのような努力
を行ったか(できなかった場合はそ
の理由も含む）

担当課

Ⅰ 3 (1)
地域活動における男女
平等参画推進の基盤づ
くり

＜自治会の男女平等参画の促進＞男女平等
参画の視点を踏まえた地域ネットワークの構
築を図り、地域コミュニティの再生を図りま
す。

所管団体等への情報提供に努めました。 3、計画どおり
所管団体等への情報提供を行うこ
とで、自治会の男女平等参画の促
進につながった。

所管団体等への情報提供を行っ
た。

政策推進課

Ⅰ 3 (1)
地域活動における男女
平等参画推進の基盤づ
くり

＜自治会の男女平等参画の促進＞男女平等
参画の視点を踏まえた地域ネットワークの構
築を図り、地域コミュニティの再生を図りま
す。

自治会等の役員を含む人権啓発推進協議
会との協働で、男女の参画が促進されるよ
うに情報と機会の提供に努めたるため、講
座や講演会を行った。

3、計画どおり

協働で講座等を行うことにより、人
権啓発推進協議会構成員の方々
等に、一定の意識啓発が図れてい
る。

意識啓発の機会には人権啓発推
進協議会及び区長等にもチラシ配
布を依頼し、広く市民に情報提供を
行うよう努めた。

人権推進課

Ⅰ 3 (2)
地域活動が行われてい
る場を活用した男女平
等参画の推進

＜自治会活動を通じての地域への男女平等
参画の浸透＞自治会役員を男女平等推進員
として男女平等参画の気運を醸成します。

所管団体等への情報提供に努めました。 3、計画どおり
所管団体等への情報提供を行うこ
とで、自治会の男女平等参画の促
進につながった。

所管団体等への情報提供を行っ
た。

政策推進課

Ⅰ 3 (2)
地域活動が行われてい
る場を活用した男女平
等参画の推進

＜自治会活動を通じての地域への男女平等
参画の浸透＞自治会役員を男女平等推進員
として男女平等参画の気運を醸成します。

自治会等の役員を含む人権啓発推進協議
会との協働で、講座や講演会を開催するこ
とにより、男女平等参画を促進することが
できた。
男女平等参画都市宣言啓発講演会「コロ
ナ過での災害　どう考える？防災と危機管
理」を開催。（延べ16名参加）

3、計画どおり

協働で講座等を行うことにより、人
権啓発推進協議会構成員の方々
等に、一定の意識啓発が図れてお
り、男女平等参画の気運が高まっ
た。

意識啓発の機会には人権啓発推
進協議会及び区長等にもチラシ配
布を依頼し、広く市民に情報提供を
行うよう努めた。

人権推進課

Ⅰ 3 (2)
地域活動が行われてい
る場を活用した男女平
等参画の推進

＜男女平等参画による地域の文化活動の促
進＞文化の伝承など地域の文化活動に、男
女ともに多様な年齢層の参加促進を図りま
す。

老若男女問わず伝統文化に触れることが
できるように市内各地に残される盆踊りを
伝承する団体を支援した。
日舞、茶華道など日本の伝統芸能を学ぶ
団体が子どもたちに教室を行う際に国の
支援金を受けることができるよう積極的に
働きかけた。

3、計画どおり

伝統的盆踊りを伝承する団体に対
する支援-3団体
文化庁「伝統文化親子教室事業」
採択団体-1団体

国の支援金の受給のため、団体へ
の事務等の支援を行った。

生涯学習課

Ⅰ 3 (2)
地域活動が行われてい
る場を活用した男女平
等参画の推進

＜男女平等参画による地域の文化活動の促
進＞文化の伝承など地域の文化活動に、男
女ともに多様な年齢層の参加促進を図りま
す。

地域の文化活動への参加促進を図るとと
もに、館内においてブックサロンや地域講
座を開催。
・ブックサロン（2回）。参加者数7人。
〔6月と11月のブックサロンは中止〕。
・地域講座（1回）。参加者数10人。

3、計画どおり

様々なテーマの本の紹介を司書が
行うブックサロンや、講師を招いて
自然観察会付きの地域講座を開催
した。

コロナ禍の中でも、地域の文化活
動の広報に努めるとともに、多様な
テーマを選定し、本の紹介や地域
講座を開催するように努めた。

文化振興課図書
館
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Ⅰ 3 (2)
地域活動が行われてい
る場を活用した男女平
等参画の推進

＜ボランティア活動への男女平等参画の促
進＞まちづくりや子どもや高齢者の見守り活
動などの地域の課題解決のための地域活動
に多様な年齢層の男女がともに参画すること
を促進します。

所管団体等への情報提供に努めました。 3、計画どおり

ＡＢＣ委員会を構成している各事業
部それぞれの活動、また合同事業
の活動計画・実施を通じて世代間
交流の実施を図ることで、ボラン
ティア活動への男女平等参画の促
進につながった。

ＡＢＣ委員会を構成している各事業
部それぞれの活動、また合同事業
の活動計画・実施を通じて世代間
交流の実施を図った。

政策推進課

Ⅰ 3 (2)
地域活動が行われてい
る場を活用した男女平
等参画の推進

＜ボランティア活動への男女平等参画の促
進＞まちづくりや子どもや高齢者の見守り活
動などの地域の課題解決のための地域活動
に多様な年齢層の男女がともに参画すること
を促進します。

ステップネット(せんなん男女平等参画ルー
ムネットワーク会議)を通じ、さまざまな世代
のグループ構成員の交流をはかるところで
あったが、コロナ禍により未実施。

5、計画を大幅
に下回る

コロナウイルス感染拡大予防のた
め未実施。

コロナウイルス感染拡大予防のた
め未実施。

人権推進課

Ⅰ 3 (3)
防災・災害復興対策に
おける男女平等参画の
推進

＜防災・災害復興の取組への男女平等参画
＞「泉南市防災計画」及び同計画に基づくマ
ニュアルに女性や高齢者、外国人などの視
点を反映させるよう働きかけます。

「泉南市防災計画」及び同計画に基づくマ
ニュアルに女性や高齢者、外国人などの
視点を反映させることができるよう努めた。

3、計画どおり

今後のマニュアル作成や修正にお
いて、女性や高齢者、外国人など
の意見を聴取できる方法を考えて
いく。

女性や高齢者、外国人などの視点
を反映させることができるようイン
ターネット等で情報収集等を行っ
た。

危機管理課
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